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「地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領」及び「地域職業能力開発促

進協議会実施要領」の一部改正について 

 

 職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 15 条の規定による地域職業

能力開発促進協議会については、令和４年８月 25 日付け職発 0825 第１号・開

発 0825 第２号「地域職業能力開発促進協議会の設置・運営について」（以下「通

達」という。）により実施してきたところであるが、労働政策審議会職業安定分

科会雇用保険部会等において、教育訓練給付制度の指定講座について地域偏在

が指摘されていること等から、通達で定める「地域職業能力開発促進協議会設

置要綱策定要領」及び「地域職業能力開発促進協議会実施要領」を別紙１～２

のとおり改正することとするので、都道府県労働局においてはその実施に遺漏

無きよう期されたい。 
 

テキスト ボックス
参考資料２




 
 

  【別紙１】 

○「地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領」（令和４年８月 25 日付け職発 0825 第１号・開発 0825 第２号別添 1）の一部改正関係 

改  正  後 現     行 

地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領 

 
令和４年 10 月１日から適用する。 
令和５年 12 月 27 日 改正 

 

１ 設置要綱に定める事項 

（１）（略） 

（２）目的 

都道府県労働局及び都道府県（以下「関係機関」という。）は、職業能

力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 15 条の規定に基づき、都道府

県の区域において、地域の関係機関が参画し、以下の事項について協議

を行う地域職業能力開発促進協議会を設置する。 

① 職業能力開発促進法第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職業

能力開発施設において実施する職業訓練（同法第 15 条の７第３項の規

定に基づき実施する職業訓練を含む。）及び職業訓練の実施等による特

定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47 号）第４条

第２項に規定する認定職業訓練（両訓練を合わせて、以下「公的職業

訓練」という。）を実施するに当たり、地域における人材ニーズを適切

に反映した訓練コースの設定の促進及び訓練効果の把握・検証を通じ

た訓練内容の改善等 

② 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 60 条の２第１項に規定す

る教育訓練給付について、地域の訓練ニーズを踏まえた指定講座の拡

大等 

なお、設置主体については、関係機関の両者又はいずれかとし、都道府

県と調整の上、設置要綱に記載すること。 

 

地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領 

 

 
 
 

１ 設置要綱に定める事項 

（１）（略） 

（２）目的 

都道府県労働局及び都道府県（以下「関係機関」という。）は、職業能

力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 15 条の規定に基づき、都道府

県の区域において、地域の関係機関が参画し、同法第 16 条第１項の規定

に基づき設置する公共職業能力開発施設において実施する職業訓練（同

法第 15 条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練を含む。）及び職

業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年

法律第 47 号）第４条第２項に規定する認定職業訓練（両訓練を合わせ

て、以下「公的職業訓練」という。）を実施するに当たり、地域における

人材ニーズを適切に反映した訓練コースの設定を促進するとともに、訓

練効果の把握・検証を通じた訓練内容の改善等の協議を行う地域職業能

力開発促進協議会を設置する。 

 

 

 

 

なお、設置主体については、関係機関の両者又はいずれかとし、都道

府県と調整の上、設置要綱に記載すること。 

 
 
 

 



 
 

（３）～（６）（略） 

（７）協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

①～④ （略） 

⑤ 地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度による訓練機会の確

保等に関すること。 

⑥ その他必要な事項に関すること。 

（８）～（10）（略） 

 
２ （略） 

（３）～（６）（略） 

（７）協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

①～④ （略） 

 

 

⑤ その他必要な事項に関すること。 

（８）～（10）（略） 

 
２ （略） 

 

 



 
 

  【別紙２】 

○「地域職業能力開発促進協議会実施要領」（令和４年８月 25 日付け職発 0825 第１号・開発 0825 第２号別添２）の一部改正関係 

改  正  後 現     行 

地域職業能力開発促進協議会実施要領 

 

令和４年 10 月１日から適用する。 

令和５年 12 月 27 日 改正 

 

１・２ （略） 

 
３ 具体的な進め方等 

設置要綱策定要領１（７）の協議事項について、具体的な内容及び進め

方は以下のとおりとする。 

（１）・（２）（略） 

（３）公的職業訓練の効果の把握・検証 

    （略） 
（４）（略） 

（５）（略） 

（６）地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度よる訓練機会の確保

等について 

都道府県労働局管轄内における教育訓練給付制度の実施状況（指

定講座数や受給者数）について、全国の状況と比較しながら説明

し、関係者で意見交換を行う。 

（７）（略） 

 
４～６ （略） 
 

地域職業能力開発促進協議会実施要領 

 

 

 
 

１・２ （略） 

 
３ 具体的な進め方等 

設置要綱策定要領１（７）の協議事項について、具体的な内容及び進め方

は以下のとおりとする。 

（１）・（２）（略） 

（３）訓練効果の把握・検証 

     （略） 
（４）（略） 

（５）（略） 

 

 

 

 

 

（６）（略） 

 
４～６ （略） 
 

 

 



【参考１】 

 

（別添１） 

 

地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領 

 

 

令和４年 10 月１日から適用する。 

令和５年 12 月 27 日 改正 

 

１ 設置要綱に定める事項 

（１）名称 

協議会の名称は、「地域職業能力開発促進協議会」の前に当該都道府県

名を付する。 

設置要綱については、「地域職業能力開発促進協議会設置要綱」の前に

当該都道府県名を付する。 

（２）目的 

都道府県労働局及び都道府県（以下「関係機関」という。）は、職業能

力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 15 条の規定に基づき、都道府

県の区域において、地域の関係機関が参画し、以下の事項について協議を

行う地域職業能力開発促進協議会を設置する。 

① 職業能力開発促進法第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職業

能力開発施設において実施する職業訓練（同法第 15 条の７第３項の規

定に基づき実施する職業訓練を含む。）及び職業訓練の実施等による特

定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47 号）第４条第

２項に規定する認定職業訓練（両訓練を合わせて、以下「公的職業訓

練」という。）を実施するに当たり、地域における人材ニーズを適切に

反映した訓練コースの設定の促進及び訓練効果の把握・検証を通じた訓

練内容の改善等 

② 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 60 条の２第１項に規定する

教育訓練給付について、地域の訓練ニーズを踏まえた指定講座の拡大等 

なお、設置主体については、関係機関の両者又はいずれかとし、都道府

県と調整の上、設置要綱に記載すること。 

（３）構成員 

地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」という。）は、以下に掲

げる者を構成員とする。 

① 都道府県労働局 



② 都道府県 

③ 公共職業能力開発施設を設置する市町村 

④ 職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体 

⑤ 労働者団体 

⑥ 事業主団体 

⑦ 職業紹介事業者若しくは特定募集情報等提供事業者又はその団体 

⑧ 学識経験者 

⑨ その他関係機関が必要と認める者 

（４）ワーキンググループ 

協議会は、協議事項の検討に必要なワーキンググループを設置すること

ができる。 

（５）会長 

① 協議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 

② 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

③ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務

を代理する。 

（６）協議会の開催 

年２回以上の開催とする。 

（７）協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

① 公的職業訓練について、地域の人材ニーズ及び実施状況を踏まえた訓

練コースの設定に関すること。 

② 公的職業訓練について、訓練効果の把握・検証等に関すること。 

③ キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及び

向上の促進のための取組に関すること。 

④  公的職業訓練の実施にあたり年度計画の策定に関すること。 

⑤ 地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度による訓練機会の確保

等に関すること。 

⑥ その他必要な事項に関すること。 

（８）事務局 

事務局については、関係機関の両者又はいずれかとし、都道府県と調整

の上、設置要綱に記載すること。 

（９）その他 

① 協議会資料及び議事録等については、協議会において申し合わせた場



合を除き、公開とする。 

② 協議会の事務に従事する者又は従事した者は、職業能力開発促進法第

15 条第３項の規定により、正当な理由なく、協議会の事務に関して知り

得た秘密を漏らしてはならない。 

③ この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定め

る。 

（10）附則 

   附則として施行日を定めることとし、施行日は協議会の開催日とする。 

 

２ 策定にあっての留意事項 

１（３）に規定する構成員のうち①から⑧については、職業能力開発促進

法第 15 条第１項の規定に基づき、協議会の成立に必要であることに留意す

ること。 

 



【参考２】 

（別添２） 

 

地域職業能力開発促進協議会実施要領 

 

令和４年 10 月１日から適用する。 

令和５年 12 月 27 日 改正 

 

１ 開催 

地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」という。）は、年２回以上の開催と

し、次年度の公的職業訓練の訓練設定時期等を考慮して開催する。 

 

２ 構成員 

「地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領」（以下「設置要綱策定要領」と

いう。）１（３）に掲げる協議会の構成員（以下「構成員」という。）について、

具体的には以下の者を想定していること。 

（１）公共職業能力開発施設を設置する市町村 
横浜市 

（２）職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体（以下「訓 

練・教育機関」という。） 
次の①から④については必ず構成員とするが、このうち②から④については団

体又は団体が推薦する者とする。 
また、⑤については、社会人を対象とするコースを設置している大学等であっ

て協議会への参画を希望する者を構成員とすること。 
① 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構都道府県支部（以下「雇用支 
援機構」という。） 

② 都道府県専修学校各種学校協会 
③ 都道府県職業能力開発協会 
④ 一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会 
⑤ リカレント教育を実施する大学等 

（３）労働者団体 
日本労働組合総連合会都道府県連合会 

（４）事業主団体 
① 都道府県経営者協会 
② 都道府県中小企業団体中央会 
③ 都道府県商工会議所 
④ 都道府県商工会連合会 
⑤ 必要に応じて、①から④の他に職業訓練コースの設定に関係する業界団体等 
 の参画を求めることができる。 



 

 

（５）職業紹介事業者若しくは特定募集情報等提供事業者又はその団体（以下「職業

紹介事業者等」という。） 
管内に事業所のある者 

（６）学識経験者 
職業能力の開発及び向上の促進に関する分野に精通している者 

（７）その他関係機関が必要と認める者 
協議会の開催毎に定めることとするが、特に以下の者については積極的に構成

員としての参画を求めること。 

① 職業訓練を受講する求職者のニーズ等を把握するための関係者 

効果的な職業訓練の実施にあたって、利用する求職者のニーズ等を踏まえる

ことも有用であることから、協議会が取り上げるテーマに沿って、その都度、当

事者又は支援団体等の参画を求めること。 

（例） 

・ 求職者のうち女性、高齢者、障害者等が受講する職業訓練について協議

する場合には、その当事者やＮＰＯ等の支援団体 

・ 求職者のうち生活困窮者が受講する職業訓練について協議する場合には、   

地方自治体の生活困窮者自立支援制度主管部局 

② 職業訓練を積極的に設定する成長分野等の専門家 

地域における今後の産業展開も踏まえた訓練コースを設定するにあたり、デ

ジタル化、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）など成長分野の職業訓練

について協議する場合は、当該分野の専門家や地域において先進的取組を実施

している企業等の参画を求めること。 

 

３ 具体的な進め方等 

設置要綱策定要領１（７）の協議事項について、具体的な内容及び進め方は以下

のとおりとする。 

（１）地域の人材ニーズの把握 

協議会の構成員からの説明や構成員間の意見交換等を通じて地域の人材ニー

ズを把握する。 

   各構成員に期待する内容は以下のとおりである。 

・ 都道府県労働局からは、管内の雇用失業情勢等の説明 

・ 都道府県からは、産業政策、企業誘致の情報等の説明 

・ 労働者団体からは、スキルアップ等に関する求職者・労働者の声の紹介 

・ 事業主団体からは、人材ニーズ、スキルニーズ等に関する企業の声の紹介 

・ 職業紹介事業者等からは、ハローワークを利用しない求職者や求人者の動

向等について説明 

（２）公的職業訓練の実施状況の検証 

地域職業訓練実施計画に基づき、適切に公的職業訓練が行われているか検証す

る。 



 

 

離職者向け公的職業訓練については別途通知する様式を用いて取りまとめの

上、都道府県、市町村及び雇用支援機構から所管部分について、前年度の地域職

業訓練実施計画と比較しながら説明を行う。 

また、当該年度の離職者向け公的職業訓練の進捗状況についても取りまとめの

上、都道府県、市町村及び雇用支援機構から、当該年度の地域職業訓練実施計画

と比較しながら説明を行う。 

公的職業訓練のうち在職者訓練、学卒者訓練及び障害者訓練については、地域

職業訓練実施計画との比較が可能な任意の様式で取りまとめ、資料配付すること

とし、説明は省略して差し支えない。 

（３）公的職業訓練の効果の把握・検証 

地域の人材育成を効果的に実施するため、訓練コースの内容がニーズに即した

ものとなっているか、訓練効果等が上がっているか等の検証や、当該検証結果を

踏まえた見直しを行うこととするが、具体的な検証等は、設置要綱策定要領１（４）

のワーキンググループを設置して行わせることができる。その場合、ワーキング

グループの名称は「公的職業訓練効果検証ワーキンググループ」とし、具体的な

進め方等は、別添３「公的職業訓練効果検証ワーキンググループ実施要領」のと

おりとする。 

（４）キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及び向上の

促進の取組の共有 

① 構成員のうちキャリアコンサルティングを実施する機関から取組状況を説明

し、構成員による意見交換を行う。 

・ 都道府県労働局から、ハローワークにおけるキャリアコンサルティング事

例等の説明 

・ 都道府県、市町村、訓練・教育機関等から、職業訓練等に関わるキャリアコ

ンサルティングの実施状況、事例等の説明 

② 都道府県内でリカレント教育を実施している大学等からその取組内容を説明 

し、関係者で意見交換を行う。 

（５）次年度の地域職業訓練実施計画の策定 

地域の人材ニーズに即した効果的な人材育成を行っていくために、公的職業訓

練全体としての総合的な計画として、地域職業訓練実施計画を策定する。地域職

業訓練実施計画の策定については別途通知する。 

（６）地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度による訓練機会の確保等につ

いて 

都道府県労働局管轄内における教育訓練給付制度の実施状況（指定講座数や受

給者数）について、全国の状況と比較しながら説明し、関係者で意見交換を行う。 

（７）協議会が独自に定めるテーマ 

各協議会において、職業訓練関係で課題となっているテーマを必要に応じて取

り上げ、意見交換を行う。 



 

 

 

４ 協議内容の公表及び国への報告 

協議会資料は、原則公表する。協議会の議事録又は議事概要とともに、各都道

府県労働局のＨＰに掲載すること。 

また、協議会資料、議事録等については、協議会開催後速やかに厚生労働省に

報告すること。 

 

５ 構成員の守秘義務 

協議会及びワーキンググループにおいて、構成員が、個別の訓練コースに係る

効果分析等の調査や情報共有・意見交換の機会に訓練修了者等の個人情報や企業

秘密等の情報を取得することが想定される。 

こうした非公知の事実であって、実質的にもそれを秘密として保護するに値す

るものについては、構成員に守秘義務が課される。 

 （具体例） 

・ 採用企業における経営上の秘密に属しうる事項も含む経営戦略等の内容 

・ 訓練修了者や訓練修了者を採用した企業等からのヒアリング内容のうち個

人情報等にあたる内容 

 

６ その他 

他の会議等について、協議会と構成員が概ね同じ場合、関連する議題を取り扱

う場合等であって、協議会と同一期日に開催することが効率的と考えられるとき

は、弾力的に運用することができる。 




